
警視庁職員互助組合

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１） 事 業 の 概 要

警視庁職員互助組合（以下「互助組合」という ）は、警視庁職員等の福利厚生を目的とし。

て 警視庁職員互助組合に関する条例 昭和３６年東京都条例第３８号 以下 条例 という、 （ 、 「 」 。）

に基づいて昭和３６年４月に設置された団体で、主に次の事業を行っている。

ア 給付事業

イ 福祉事業

ウ 厚生資金貸付事業

（２） 都 と の 関 係

都は、互助組合に対し、毎年度組合員の組合費（給料月額の３．２／１０００×１２）総額

の３倍相当額を事業助成交付金（条例第２条）として交付している。

また、平成１０年度から、厚生資金貸付事業（一般生活資金等）に要する原資の金融機関か

らの借入（平成１０年度、平成１１年度とも３９億４，５００万円）について損失補償をする

とともに、厚生資金原資借入経費負担金（厚生資金原資借入経費負担金交付要綱第２条）とし

て借入金に対する利子相当額を交付している。

平成１０年度及び平成１１年度の交付金及び負担金の状況は表１のとおりである。

（表１）交付金及び負担金の状況 （単位：千円）

区 分 平成１０年度 平成１１年度

事 業 助 成 交 付 金 １，９１０，７２２ １，９５５，２４１

厚生資金原資借入経費負担金 ８２，９０５ ７４，４１７

２ 組 織

互助組合は、事務所を千代田区霞が関二丁目１番１号（警視庁内）に置き、役員１３名（理事

長１名、副理事長２名、理事８名、監事２名（非常勤役員１２名 、評議員３６名及び職員６））

８名（うち都派遣職員４０名）で４部をもって構成されている。



第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１０年度及び平成１１年度の事業について実施した。

２ 実地監査期間

(１) 警 視 庁 平成１３年２月２１日

（２） 互助組合 平成１３年２月２２日、２３日及び２７日

第３ 監 査 の 結 果

１ 事業実績について

平成１０年度及び平成１１年度における給付事業、福祉事業及び厚生資金貸付事業の主な実績

は、表２、表３及び表４のとおりであり、事業は助成目的に沿って適正に執行されている。

（表２）主な給付事業実績

区 分 平成１０年度 平成１１年度

給付件数 給付額 給付件数 給付額

件 千円 件 千円

組合員傷病見舞金 １，７４８ ５０，６４０ １，７２９ ５１，８６０

組合員弔慰金 ７０ ７０，０００ ６８ ６８，０００

災害見舞金 ９ ４５０ ５ ２５０

結婚祝金 ９６２ ４８，１００ ９６８ ４８，４００

就学祝金 ４，４６０ ８９，２００ ４，３９８ ８７，９６０

退職せん別金 ９９０ ２５５，６００ １，０６２ ３０１，４２０

（注）組合員に給付を行う事業で、組合費・事業助成交付金を財源としている。



（表３）主な福祉事業実績

区 分 事 業 内 容 執 行 額

平成１０年度 平成１１年度

海の家等の開設 平成１０年度 ９９箇所開設 千円 千円

（注１） 平成１１年度１５１箇所開設 ２９９，７９８ ３９１，５９１

プール、スケート場等 料金の一部助成

の利用補助 ４５，３３２ ４７，７４３

保養所等の利用補助 料金の一部助成

３９２，７９６ ３６７，７０１

健康管理対策の推進 人間ドック、消化器検診等への

（注２） 助成 １５４，８１５

体育レク活動の助成 剣道、柔道、陸上競技等への助

成 ５０，２１４ ５３，９６２

（注）組合員の福祉向上に資する事業で、組合費・事業助成交付金を財源としている。

（注１）平成１１年度より 「山の家」開設事業を警察共済組合より引継ぎ、事業を開始している。、

（ ） 、 、 。注２ 平成１１年度より 人間ドック 消化器検診等の助成事業を警察共済組合に引き継いでいる

（表４）貸付事業実績

区 分 平成１０年度 平成１１年度 備 考

件数 金 額 件数 金 額

件 千円 件 千円

貸 付 金 55,626 5,578,660 53,473 5,083,457

一般生活資金 8,336 120,440 3,864 109,980 一時的な生計資金の貸付

特別生活資金 1,755 1,133,450 1,505 949,250 災害・葬祭等費用の貸付

短期特別生活資金 45,535 4,324,770 48,104 4,024,227 定期乗車券購入資金の貸付け等

返 還 金 330,984 5,628,888 312,143 5,373,253

一般生活資金 1,858 123,582 1,717 113,632 ５か月又は１０か月返還等

特別生活資金 57,097 1,134,227 55,881 1,162,062 １０～６０か月返還

短期特別生活資金 272,029 4,371,079 254,545 4,097,559 ６か月返還

（注）組合員に貸付を行う事業で、金融機関からの借入金を原資としている。


